
エンハンス【トピッククラスター】 
https://www.livable.co.jp/l-note/question/s13343/ がほぼ評価されておらず、また、競合の記事が「買主が決まっている
不動産の仲介 手数料」をドンピシャで狙いにきているので、新規で作成。 
 
 
トピック元キーワード：不動産売買　仲介手数料 
 

 
description：不動産を売却する際、すでに親族や知人などの買主が決まっているケースもありま
す。そのような場合でも不動産会社に仲介を依頼すべきか、また、仲介手数料はいくらかかるの

かと疑問を抱く方も多いでしょう。本記事では、仲介手数料に含まれる業務内容や、買主が決

まっている場合の手数料の相場について解説します。 

買主が決まっている不動産売却の仲介手数料はいく

ら？ 妥当なラインと個人売買を避けるべき理由を解
説 

 
https://pixta.jp/photo/53807532 
 
ざっくり要約！！ 
 

●​ 不動産売却の仲介手数料は法律で上限が定められていますが、下限は決められていま
せん。 
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●​ 買主が決まっている場合は広告活動が不要なため、仲介手数料は正規の半額から8割
程度が妥当と考えられています。 

●​ 不動産の個人間売買には、契約内容の不備や引き渡し後のトラブル、贈与税が課される
リスクがあります。 

 
導入文 
不動産を売却する際、すでに親族や知人などの買主が決まっているケースもあります。そのよう

な場合でも不動産会社に仲介を依頼すべきか、また、仲介手数料はいくらかかるのかと疑問を

抱く方も多いでしょう。 
 
この記事では、仲介手数料に含まれる業務内容や、買主が決まっている場合の手数料の相場に

ついて解説します。個人間売買のリスクもあわせて説明しますので、安心して取引を進めるため

に、ぜひ参考にしてください。 

仲介手数料に含まれる業務と上限額 
不動産会社に仲介を依頼すると、売買契約の成立時に成功報酬として仲介手数料を支払いま

す。ここでは、仲介手数料に含まれる業務内容と、法律で定められた手数料の上限額について

見ていきましょう。 
 

●​ 不動産会社の業務 
●​ 仲介手数料の上限額 
●​ 仲介手数料に「下限」はない 

 

不動産会社の業務 
不動産会社が売主から依頼を受けた際の仲介業務には、物件の調査から契約、引き渡しまで、

多くの手続きが含まれます。 
 
主な仲介業務の内容は、次のとおりです。 
 

●​ 物件の調査・査定 
●​ 売却活動（広告掲載や購入希望者の募集） 
●​ 購入希望者への物件案内（内覧対応） 
●​ 売主と買主の条件交渉 
●​ 重要事項説明書の作成および説明 
●​ 売買契約書の作成 
●​ 引き渡しまでの手続きのサポート 

 
買主がすでに決まっている場合は、売却活動や内覧対応といった業務は不要です。しかし、その

ほかの契約関連の業務は、通常の仲介と同様に必要となります。 

仲介手数料の上限額 
仲介手数料は、宅地建物取引業法によって上限額が定められています。売買価格ごとに手数料

率が異なり、以下の計算式で上限額が算出されます。 
 



売買金額 仲介手数料 

200万円以下 （売買金額×5％）＋消費税 

200万円超400万円以下 （売買金額×4％＋2万円）＋消費税 

400万円超 （売買金額×3％＋6万円）＋消費税 

 
例えば、売買価格が4,000万円の場合、仲介手数料の上限は次のようになります。 
 

●​ （4,000万円×3％＋6万円）＋消費税＝138万6,000円（税込） 
 
不動産会社がこれを超える報酬を受け取ることはできません。 
 
・「仲介手数料の上限」に関する記事はこちら 
不動産売買の仲介手数料の相場や上限は？計算シミュレーション付き 

仲介手数料に「下限」はない 
仲介手数料には上限額の定めがある一方で、下限額について法的な決まりはありません。その

ため、不動産会社との合意があれば、上限より低い金額で仲介を依頼することも可能です。 
 
買主が決まっている場合、不動産会社は広告掲載や営業活動を行う必要がなく、業務量が軽減

されます。こうした事情を踏まえ、仲介手数料の値引きに応じてもらえる場合もあります。 

買主が決まっている不動産売却の仲介手数料の妥当なライン 
買主が決まっている場合の仲介手数料は、正規手数料の半額から8割程度がひとつの目安で
す。買主を探すための広告費や人件費がかからないことから、手数料が減額されるケースが多く

あります。 
 
ただし、広告活動は不要になるものの、不動産会社には様々な業務が発生します。たとえば、物

件の権利関係や法規制の調査、売買契約書や重要事項説明書の作成といった業務です。こうし

た業務には責任も伴うため、一定の手数料が必要です。 
 
実際の値引率や減額の可否は不動産会社によって異なるため、複数の会社に相談し、業務内

容と手数料を確認するとよいでしょう。 
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個人間売買を避けるべき理由 

 
https://pixta.jp/photo/36553701 
 
​仲介手数料を節約するために、不動産会社を介さずに個人間で売買契約を結ぶことも可能で
す。しかし、不動産取引には専門的な知識が必要なため、個人間売買には様々なリスクが伴い

ます。ここでは、個人間売買を避けるべき3つの理由を解説します。 
 

●​ 手間がかかる 
●​ 売却金額次第では贈与とみなされるおそれがある 
●​ トラブルに発展するリスクが高まる 

 

手間がかかる 
不動産の個人間売買では、すべての手続きを自分たちで行わなければなりません。特に、売買

契約書の作成は難しく、書類に不備があると、後々トラブルに発展する可能性があります。 
 
また、決済時の手続きや所有権移転登記など、金融機関や司法書士との連携が必要な場面も

多く、多大な手間と時間がかかるでしょう。専門知識がないまま手続きを進めることは、精神的に

も大きな負担となる可能性があります。 

売却金額次第では贈与とみなされるおそれがある 
個人間売買では当事者同士が自由に売買価格を決められますが、その金額が相場から著しく低

い場合、税務署から贈与とみなされるおそれがあります。 
 
例えば、相場が3,000万円の不動産を1,000万円で売却した場合、差額の2,000万円が売主から
買主への贈与と判断されるかもしれません。その場合、買主には贈与税が課されることになりま

す。 
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親族間での売買など、柔軟な価格設定をしたい場合でも、市場価格を基に取引することが重要

です。 

トラブルに発展するリスクが高まる 
不動産取引では、引き渡し後に物件の欠陥が見つかるといったトラブルが発生する可能性があ

ります。個人間売買では、そうした問題が起きた際の責任の所在や対処法を契約書で明確に定

めておかなければなりません。 
 
特に、契約不適合責任（引き渡した物件が契約内容に適合しない場合に売主が負う責任）に関

する取り決めが曖昧だと、深刻なトラブルに発展しやすくなります。専門家である不動産会社が

仲介に入ることで、こうしたリスクを事前に回避し、公平で安全な取引ができます。 
 
・「不動産の個人売買」に関する記事はこちら 
不動産は個人売買できる？流れやトラブル例を紹介 

まとめ 
買主がすでに決まっている不動産売却では、仲介手数料が減額される可能性があります。広告

活動などが不要になる一方で、取引に不可欠な業務は残るため、正規手数料の半額から8割程
度かかるのが一般的です。 
 
仲介手数料を節約したいからと個人間で取引を進めると、契約内容の不備や税務上の問題、引

き渡し後のトラブルなど、様々なリスクを当事者のみで負うことになります。 
 
円滑に取引を完了させるためには、不動産会社に仲介を依頼するのが賢明といえるでしょう。東

急リバブルでは、お客様の状況に合わせた売却プランをご提案しております。ぜひお気軽にご相

談ください。 
 

ワンポイントアドバイス 
個人間売買の場合、法律上では重要事項説明書の作成義務はありません。しかし、買主が住宅

ローンを利用する場合、多くの金融機関は審査条件として、宅地建物取引士が作成・記名押印し

た重要事項説明書の提出を求めます。 
 
書類の作成のみを不動産会社に依頼することも可能ですが、仲介を依頼すれば、決済時のやり

取りも円滑に進めてもらえるでしょう。仲介手数料は、取引の安全性を確保し、スムーズに売却

するための費用と捉えることが大切です。 

この記事のポイント 
●​ Q　仲介手数料にはどんな業務が含まれているのでしょうか？ 

○​ A　物件の査定や調査、販売活動、重要事項説明など、様々な業務が含
まれています。 
詳しくは「仲介手数料に含まれる業務と上限額」をご覧ください。 

●​ Q　買主が決まっている場合、仲介手数料はどのくらいが妥当でしょうか？ 
○​ A　買主が決まっている場合の仲介手数料は、正規手数料の半額から8

割程度がひとつの目安です。 
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詳しくは「買主が決まっている不動産売却の仲介手数料の妥当なライン」

をご覧ください。 
●​ Q　個人間の売買は避けた方が良いのでしょうか？ 

○​ A　仲介手数料を節約するために、不動産会社を介さずに個人間で売買
契約を結ぶことも可能ですが、不動産取引には専門的な知識が必要なた

め、個人間売買には様々なリスクが伴います。 
詳しくは「個人間売買を避けるべき理由」をご覧ください。 

 
 
ライター名：悠木まちゃ 
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